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著者らは一連の研究の中で，軸力支持下において耐震性能の改変が可能なメタボリズム柱構造の開発を

行っている．メタボリズム柱構造は，柱基部を二重構造とし，地震エネルギー吸収能を期待する可換部を

外殻に，常時の軸力・せん断力を支持する永続部を柱内部に配置した構造である．本研究では，新たなメ

タボリズム柱構造として，メタボリズム柱構造の可換部に鋼製部材を適用した鋼製メタボリズム柱構造を

提案し，その性能と部材の可換性について実験的検討を行った．その結果，提案構造が安定した履歴形状

を示すと同時に，可換部を取り替えることで，耐震性能の新陳代謝が可能であることがわかった．また，

提案構造では，永続部によって圧縮反力が担保されるため，可換部座屈後の柱の荷重低下を抑止できるこ

とが明らかとなった． 
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1.  背景 

 

近年，地震後の早期復旧を目的として，塑性ヒンジ部

の部材の取り替え可能性を検討した研究事例がいくつか

存在する．Guo ら 1) は，継手機構を取り入れた外付けダ

ンパーを用いたコンクリート構造を検討している．しか

し彼らの検討では，取替自体は実際には行われておらず，

耐震性能についても従来の RC 柱構造と比べて低下する

という結果が得られている．Wang ら 2) は，セルフセン

タリング機構を内包したコア部材に，プレキャスト部材

とエネルギー吸収能を担保するダンパーを組み合わせ，

損傷後のダンパー及びプレキャストカバーを取り替える

ことで，地震後の早期復旧を目指すコンクリート構造を

提案した．この研究においては，損傷したダンパーの取

替は実際に行われたものの，その際軸力は除荷されてお

り，軸力支持下での取替は達成されていない．また

Chenga ら 3) は，損傷した RC 柱に対して損傷部コンクリ

ートをはつりだし，外側の座屈した軸方向鉄筋を取り出

し，新たにDog Bone Bar を取り付けることによって補修

を試みている．しかし，取替を想定していない内部の鉄

筋が座屈していたため，補修前の柱の耐力より補修後の

耐力は低下していた．藤倉ら 4) は，レベル 2 地震のよう

な強震動が作用して損傷を受けても補修可能な RC橋脚

の開発に向けて，柱内部にCFT柱を配置した柱構造に対

する検討を行っている．しかしながら，柱内部の鋼管の

残留変形が大きく，補修して再び使用することは困難で

あった．これらの研究から，取替可能な構造を実装した

上で従来の柱構造に匹敵する耐震性能を発揮することや，

軸力支持下において塑性部材を取り替えることは容易で

はないことがわかる． 

そうした中，著者らは地震後の早期復旧に加え，将来

の要求性能の変化に応じて耐震性能を容易に更新するこ

とができる RC 柱構造「メタボリズム RC柱構造」を提

案・開発している 5),6),7)．メタボリズム柱構造は，図-1 に

示すように柱基部を二重構造とし，地震時のエネルギー

吸収能を期待する可換部を外殻に，常時の軸力・せん断

力を支持する永続部を柱内部に配置するような構造であ

る．先行研究では，可換部に RC 部材を用いた構造を提

案しており，軸力作用下での可換部取り替え実験により，

永続部により軸力を支持した状態で可換部を取り替え，

柱の耐震性能を新陳代謝させることに成功している 5),6),7)．

しかしながら，本来は一体構造として設計される RC 構
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造の塑性ヒンジ部に，可換性を確保するための不連続部

を設けることの影響について，今後更なる検討を必要と

している． 

本研究では，新たなメタボリズム柱構造として，部材

同士のつなぎ合わせによって構造体が形成される鋼構造

に着目し，メタボリズム柱構造の可換部に鋼製部材を適

用した「鋼製メタボリズム柱構造」を提案し，正負交番

載荷実験および可換部取替実験により，その性能と部材

の可換性について検討を行った． 

 

 

2.  鋼製メタボリズム柱構造について 

 

(1)  メタボリズム柱構造の要求性能 

メタボリズム柱構造は永続的に使用する構造として永

続部を柱内部に，取替可能な構造として可換部をその外

殻に配置した二重構造で構成される柱構造である(図-1)．

下記に永続部および可換部の要求性能について述べる． 

a)  永続部の要求性能 

地震後における可換部の取替を可能とするため，メタ

ボリズム柱構造の永続部には，軸力を支持する性能と，

レベル 2 地震動のような強い地震が発生したとしても軸

沈下やせん断変形が防止されるような性能が求められる．

また，永続部は地震後も繰り返し使用することを考慮す

ると，地震が発生しても塑性変形しないような構造が望

ましい．すると永続部構造として，曲げ抵抗を一切発揮

しないヒンジ機構を内包した構造が適切であると考えら

れる．一方で，可換部取り外し時の安定性を考慮すると，

永続部にも一定の曲げ抵抗を付与する必要があると考え

られる．平常時の取替であれば，P-Δ 効果の影響を打ち

消せる程度の曲げ抵抗で十分であるが，地震後の取替を

想定した場合，余震の影響も考慮する必要がある．余震

に対してどこまでの性能を付与するかについては，例え

ばレベル 1 地震動程度の地震力にも抵抗できるほどの性

能であったり，橋梁の架設時に用いられるようなレベル

2 地震動の半分程度の地震力には抵抗できるような性能

などが考えられる． 

b)  可換部の要求性能 

可換部に要求される性能は，地震時に塑性化し，安定

したエネルギー吸収能を発揮するなど，所定の耐震性能

を有することである．また，メタボリズム柱構造の最大

の特徴の一つは，可換部が軸力支持下でも容易に取り替

えられることである．取替可能な構造とするためには，

必然的に柱基部に可換部とその他部材を接合する箇所を

設けることになる．しかし，柱基部などの大きな曲げモ

ーメントが発生する箇所には継手などの接合部を配置し

ないのが一般的である．鋼構造接合部設計指針 8) におい

ても，柱継手は骨組の終局状態における作用応力の小さ

い位置に設け，柱継手を弾性域に留めるとある．したが

って，接合部の挙動が弾性域に留まるように設計を行う

必要がある． 

 

(2)  鋼製部材とメタボリズム柱構造との親和性 

a)  接合部の存在と可換性 

鋼構造は多くの場合，部材同士のつなぎ合わせによっ

て構造体が形成される．そのため，鋼構造物は溶接やボ

ルトなどによるつなぎ合わせ箇所である「接合部」を有

することが多い．この接合部は，構造物の一様性を失わ

せるため，局所的な応力集中の要因となり，弱点部とな

りえる．したがって，接合部は鋼構造設計において重要

な設計部位のひとつであり，これまでに数多くの研究が

なされてきた．得られた知見は各示方書に整理され，我

が国における設計の指針となっている 8),9),10)．接合部に対

する知見が豊富であるという特長を持つ鋼構造は，部材

の可換性確保を目指すメタボリズム柱構造と高い親和性

を持つといえる． 

b)  座屈後の耐震性と永続部による軸力支持 

従来の鋼管柱では，基部に像足座屈が生ずれば水平荷

重が急速に失われ崩壊に至るため，現在の耐震設計では

最大荷重程度までの挙動しか考慮しないのが一般的であ

る．それに対し，メタボリズム柱構造の可換部に鋼製部

材を用いた場合，軸力を支持する永続部が存在すること

により，通常の鋼管柱と比較して座屈後の強度劣化が緩

やかになると考えられ，最大荷重後も設計に組み込める

可能性がある．また，永続部が軸力を支持した状態で鋼

製可換部を取り付けることで，永続部のみで初期軸力を

支持し，鋼製可換部に初期軸力が作用しない状態を実現

することができるため，これまでの設計基準，幅厚比パ

ラメータ等の制限を緩和できると考えられる．そのため，

鋼製メタボリズム柱構造では，薄肉な断面の適用が可能

であったり，縦補剛材が不要であったり等，より経済的

な構造となることが期待される． 

 図-1 メタボリズム柱構造 

断面図 
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(3)  従来の鋼管柱との相違点 

従来の鋼管柱では，鋼管内部にコンクリートを充填す

ることで，柱の耐震性能向上を図ることが一般的であり，

これまでにコンクリート充填鋼管柱 (CFT柱) に対する数

多くの検討がなされてきた 11),12)．コンクリート充填によ

る耐震性能の向上は，従来鋼管内に拘束され圧縮強度の

上昇が見込まれるコンクリートと鋼管の合成効果による

強度上昇と，充填されたコンクリートによる鋼管の局部

座屈防止効果によるものとされてきたが，近年，後藤ら

がCFT柱における耐震性能向上メカニズムについて，次

のような見解を示している 13),14),15)．それは，充填された

コンクリートがダイヤフラムを介して軸圧縮力を支持す

ることで鋼管の座屈変形および軸沈下が大幅に抑制され

ること，繰り返し振動により一度局部座屈変形が生じて

いた鋼管も再引張により座屈変形が修復されるとともに

引張力を負担し，反力としての圧縮力は拘束コンクリー

トが受け持つこと，これらにより耐力低下が抑制される

というものである． 

上記メカニズムにおける充填コンクリートの役割は，

2.(b)で述べた鋼製メタボリズム柱構造における可換部座

屈後の永続部に期待する役割と類似している．しかし，

鋼製メタボリズム柱構造では，鋼製部材の取り替えが可

能であることはもちろんのこと，永続部に死荷重を支持

させた状態で可換部を取り付けるという手順を踏むこと

で，永続部のみで軸力を支持し，鋼製部材に初期軸力が

作用しない状況を実現することができる．そのため，軸

力支持性能と耐震性能を明確に分離することが可能とな

り，2.(b)で述べたような，鋼製部材の座屈後の耐震性向

上や幅厚比パラメータ等の制限緩和を図る際，従来の

CFT鋼管に比べて有利な構造形式になり得るといえる． 

 

(4)  提案構造 

a)  永続部の構造について 

本提案構造では，過去の検討 5),6)に倣い，軸力・せん

断力を支持しながらも耐震性能への寄与ができるだけ少

ない構造として，図-2に示す変位制御装置を有するゴム

支承 (以降，固定ゴム支承とする) を永続部の基部に採用

する．固定ゴム支承には，せん断変形を許容せず，図-2

に示すサイドブロックにより，せん断変形を防止する機

構が内包されており，回転のみ許容するヒンジ構造とな

っている． 

本提案構造のように，ゴム支承に対し曲げ変形を期待

した検討は過去に行われており，変形性能および復旧性

に富む新形式の RC 橋脚として，ゴム層を柱基部に高減

衰ゴム支承を設けた柱構造が提案されている 16), 17)．しか

しながら，ゴム支承に回転変形を期待する際のゴム支承

の適切な設計手法については更なる検討が必要であると

いえる．そのため，本研究では，事前に永続部単体で正

負交番載荷実験を行い，本実験での柱の変形レベルにお

いて，固定ゴム支承に安定したヒンジ機構が期待できる

ことを確認している． 

また，可換部撤去後の柱の安定性を保証するため，余

震に弾性範囲内で抵抗できる程度の復元力を確保できる

よう，可換部取り外し時に，鋼棒部材を補助的に固定ゴ

ム支承まわりに取り付けた構造を検討することとする． 

b)  可換部の構造について 

本提案構造の可換部には，取付時の作業性を考慮し，

コの字型断面の二部材によって構成された鋼製部材と，

平板型部材の四部材によって構成された鋼製部材の 2種

類を採用する(図-3)．なお，可換部にRC部材を使用した

過去の検討では，可換部同士の接合や可換部と永続部の

接続には，鉄筋継手と無収縮モルタルを用いていた．鋼

製の可換部を使用する本提案構想では，高力ボルトによ

る機械的接合や溶接接合などが考えられる．しかしなが

ら，本研究では部材の接合部に対する詳細な検討は対象

外とする． 

c)  柱基部にゴム支承と鋼製部材が用いられた事例 

弁天工区の連続立体免震橋(弁天高架橋 18))では，兵庫

県南部地震での落橋被害からの復旧にあたって既設基礎

を再利用しつつ地震力の低減を図ることを目指し，基部

図-2 固定ゴム支承 

(a) 正面の様子 

(b) 全体の様子 

  

ゴ
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に免震ゴム支承が配置されている．またゴム支承を囲う

ように鋼製部材が配置されており，ゴム支承の経年劣化

抑制の役割を担っている． 

以上のように，本提案構造のように，柱基部にゴム支

承および鋼製部材が用いられた構造は提案され，実装の

実績がある．なお本提案構造は，ゴム支承のせん断変形

を許容しておらず，鋼製部材の部材力による復元力を期

待しているため，弁天高架橋で採用された構造とは異な

る形式であるという点には留意が必要であるといえる． 

 

 

3.  正負交番載荷実験・可換部取替実験の概要 

 

(1)  実験供試体 

a)  永続部 

永続部の全体図および基部に使用する固定ゴム支承の

寸法を図-4に示す．本研究では，提案構造の復元力特性

および可換部取替の影響を検討事項とし，本構造におけ

る上部鋼材は剛体として挙動させることとした． 

また 2. (4) a)で述べたように，本実験では，事前に永

続部単体に対して鉛直軸力の載荷および正負交番載荷実

験を行い，本実験での柱の軸力レベル・変形レベルにお

いて固定ゴム支承が安定したヒンジ機構を示すことを別

途確認している．図-5に示す通り，本実験で用いた固定

ゴム支承は，安定した軸力支持性能およびヒンジ機構を

有していることが確認できる． 

また，取替時の安定性を保証する鋼棒部材として，構

造用アンカーボルトを用いた．鋼種はABR490 (以降，こ

の鋼棒部材をABR鋼棒と呼ぶ) であり，短期許容引張耐

力は 62.4kN/本，短期許容せん断耐力は 36.0kN/本である．

ABR鋼棒取り付けの様子を図-6に示す．なお ABR鋼棒

を取り付けた永続部には， 余震等に対する耐震性能と

して，0.5Gに相当する水平力が作用しても弾性範囲内で

抵抗できる復元力を期待することとした．これは，現行

の道路橋示方書・同解説－耐震設計編 19)にてレベル 1地

震動の設計水平震度の標準値が最大 0.3G と規定されて

いることから，2. (1) a)で述べた永続部に対する要求性能

図-3 可換部の外観 

(a) コの字型 

(b) 平板型 

図-4 永続部 (Unit：mm) 

上部鋼材 

本論文では 
検討対象外． 
剛体としての 
挙動を期待． 

図-6 ABR鋼棒の取り付け (Unit：mm) 

載荷方向 

(a) 正面から (b) 上から 

(a) 鉛直軸力－鉛直変位 

関係 

(b) 荷重－変位関係 

図-5 永続部の軸力支持機能およびヒンジ機構 
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を踏まえ，レベル 1 地震動程度の地震力に余裕を持って

抵抗することができる耐震性能を永続部に期待するため

である．その際，ABR 鋼棒は可換部と同一位置に取り

付ける構造となっており，実際の地震後の復旧作業では，

可換部を撤去してから ABR 鋼棒を取り付けるという工

程となる．これは，ABR 鋼棒には，地震後に損傷した

可換部を撤去した後，新しい可換部の製作・取付が完了

するまでの仮部材としての役割を期待しているためであ

る．復旧時の仮部材として ABR 鋼棒を用いることで，

余震に対する耐震性能を確保しつつ，柱構造の早期復旧

および早期運用が可能となると考えている． 

また ABR 鋼棒は，上端及び下端における鋼板を両側

からナットで挟むように締結して接合したが，上部構造

を含めて実構造に実装する際の ABR 鋼棒の適切な接合

法については，今後の検討事項とする． 

b) 可換部 

可換部は，S-C-4.5，S-C-6.0，S-P-6.0 の 3 ケースを用意

した．S-C-4.5，S-C-6.0 は図-3(a)のようにコの字型断面二

部材によって構成され，板厚がそれぞれ 4.5mm と 6mm 

である．S-P-6.0 は図-3(b)のように平板型の部材四枚から

構成され，四方向から設置できるようになっている．鋼

材の鋼種は SS400 を用い，角溶接は完全溶込み開先溶接

の両面溶接とした．ここで，各可換部の寸法を図-7に示

す．なお，本実験供試体では，可換部同士が接合された

矩形箱型断面であると仮定しても，幅厚比パラメータ

RR が S-C-4.5で 1.59，S-C-6.0および S-P-6.0で 1.19となっ

図-7 可換部の寸法 (左：断面図，中央：載荷側面，右：載荷面，Unit：mm) 

(a) S-C-4.5 

(b) S-C-6.0 

(c) S-P-6.0 
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ており，設計上望ましいとされている 0.5 以下とならな

いことが確認される．しかし，鋼製メタボリズム柱構造

においては，前節で述べたように，永続部が圧縮力を受

け持つことで，最大荷重後に従来ほどの激しい荷重低下

は生じないことが期待され，幅厚比パラメータ RRの制

限を緩められる可能性がある．そのため本研究において

は本設計値を採用し，その適用性を検討することとした． 

また本供試体では，可換部端部での急激な断面変化を防

ぐため，端部に三角リブを設けることで両端が完全固定

端となることを期待した．なお，可換部と永続部を接合

は，1～3mm 程度の鋼板を可換部と上部鋼材の間に挿入

し，ボルト締めを行うことにより行ったが，先述したよ

うに，接合部の性能については検討対象外とした．また，

S-C-4.5 とS-C-6.0 は二部材，S-P-6.0 は四部材から構成され

るため，実橋梁に適用する際はそれら同士も設置後に接

合されるべきであるが，実験では供試体間の形状の違い

が耐震性能に及ぼす影響を明確にするため，これらは接

合しないこととした． 

 

(2)  正負交番載荷実験 

本実験では，永続部に 200kNの軸力を作用させた後，

可換部の取付を行った．水平載荷方法は正負交番漸増と

し，5mm を基準振幅として，その整数倍の変位振幅で

載荷を行った．S-C-6.0およびS-P-6.0においては，各振幅

での繰り返し回数は 3 回とし，過去の検討 5),6)に倣って

50mm 振幅で載荷を終了した．S-C-4.5 においては，可換

部座屈後の柱の復元力特性について検討するため，

50mm 振幅までは他の供試体と同様の載荷パターンを採

用し，その後，10mm ずつ振幅を増大させて変位振幅が

100mm となるまで繰り返し載荷を行った．その際，変

位 50mm以降の変形領域での繰り返し回数は 1回とした． 

 

(3)  可換部取替実験 

正負交番載荷実験後，各ケースとも残留変位が発生し

た状態で，軸力作用下での可換部撤去実験を実施した．

その際，柱に正の復元力が発生すると，それをゼロに戻

すように変位を制御した．これは，実際の復旧作業にお

いて，柱に水平外力を加えずに可換部を撤去する状況を

想定している．またその際，柱に負の復元力が発生した

場合，P-Δ 効果により柱が自己倒壊することを表してい

るため，柱に水平外力を加えずに可換部を撤去すること

は困難と判断し，水平外力を加えて柱を鉛直に戻しなが

ら撤去を行うこととした． 

撤去方法は，S-C-6.0 については可換部の接合方式によ

らない方法として，可換部腹部をグラインダーで切断す

る方法を採用した．また，ボルト接合が実際の接合方式

となる可能性が高いことも考慮し，S-C-4.5 および S-P-6.0 

については可換部腹部を切断せず，接合部のボルトを緩

めることにより可換部を撤去することを目指した． 

 

(4) 永続部が負担する軸力の計測について 

 本提案構造では，永続部に軸力支持性能を期待するた

め，実験中に永続部が支持している軸力の値を把握する

ことは重要である．そこで本実験では，永続部のコア鋼

材(図-4)に数点添付したひずみゲージを添付し，永続部

に対して鉛直軸力載荷実験(図-5(a))や正負交番載荷実験

(図-5(b))を実施することで，コア鋼材のひずみと永続部

が軸力の関係を算出した．この関係を用いて，正負交番

載荷実験や可換部取替実験中に計測されたコア鋼材のひ

ずみ値から，永続部が負担する軸力を算出することとし

た． 

 

 

4.  実験結果および考察 

 

(1)  荷重－変位関係および破壊性状 

a)  永続部 + 可換部 (S-C-4.5，S-C-6.0，S-P-6.0) 

図-8(a),(b),(c)に永続部に可換部を取り付けた各供試体

の荷重－変位関係を，図-8(d)に永続部に ABR 鋼棒を取

り付けた際の荷重－変位関係を示す．図-8(a),(b),(c)より，

永続部に可換部を取り付けた全ての供試体において安定

した履歴形状が得られたことがわかる．また，S-C-4.5と

S-C-6.0 を比較すると，S-C-6.0 の最大耐力が S-C-4.5 より

も向上しており，履歴面積も大きくなっていることが確

認される．つまり，可換部を取り替えることにより，耐

震性能の新陳代謝が可能であることがわかる． 

次に，S-C-6.0とS-P-6.0を比較すると，同じ板厚である

にも関わらず，耐震性能の差が確認される．これは，角

部の接合の有無による拘束条件の差に起因すると考えら

れる．ここで，載荷変位 10mm時における圧縮側の可換

部の鉛直ひずみの高さ方向分布 (図-9) を見ると，S-C-6.0

についてはどの高さにおいても同程度の圧縮ひずみが発

生しており，鋼板内側と外側でひずみの値に大きな違い

がないのに対し，S-P-6.0については，高さ方向でひずみ

の値に差異がある上，内面と外面でひずみ発生の傾向が

反転していることがわかる．また，このときの可換部の

曲率の高さ方向分布を見ると (図-10)，S-P-6.0 において明

らかに S-C-6.0 よりも大きな曲率が発生していることが

確認される．つまり，S-C-6.0 では角溶接による端部での

拘束が強く，載荷面の変形が抑制されているのに対し，

S-P-6.0 はS-C-6.0 より変形が大きく，圧縮側の鋼板がS-C-

6.0 に比べて圧縮抵抗力を発揮できていなかったと考え

られる．そのため，この違いが耐震性能に影響を及ぼし，

同じ板厚でも荷重レベルが大きく異なったといえる． 

また，すべてのケースにおいて可換部の座屈が発生し

ており(図-11)，降伏後の荷重低下は可換部の座屈による
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ものであると判断できた．その一方で，大変形領域まで

載荷を行った S-C-4.5 のポストピーク挙動を見ると，可

換部の座屈以降も一定の荷重を保っていることがわかる．

これは，永続部が軸力を支持しているためであると考え

られる．事実，図-12 に示すように，圧縮側の変形時に

大きく座屈変形していても，可換部の四方全体が座屈す

ることはなく，引張側になると再度引張を受け，引張力

を負担している様子が確認される．そこで，本実験にて

確認された座屈後の荷重低下抑制効果に対し，次章で解

析的な検討を行う． 

b)  永続部 + ABR鋼棒 

永続部にABR鋼棒を取り付けた際の荷重－変位関係を

図-8(d)に示す．図-8(d)から，正負ともに100kN 程度の復

元力が得られたことが確認された．また，水平変位をゼ

ロにすると荷重が概ねゼロとなるような弾性的な挙動を

示しており，期待通りの耐震性能が発揮されたことが確

認される．よって，鋼製メタボリズム柱構造では，可換

部取り替え時に構造用アンカーボルトを仮設することで，

P-Δ 効果や余震に弾性範囲内で抵抗できる程度の復元力

を確保できることがわかった． 

また本実験では，ABR 鋼棒に座屈変形は確認されず，

圧縮・引張ともに一定の抵抗力を発揮したと考えられる．

一方で，このような棒部材は座屈により圧縮抵抗力が低

下する可能性も十分に考えられる．したがって，本実験

においては上記のように圧縮抵抗も発揮した上で 0.5G

水平力程度の復元力が発揮されたが，設計においては，

圧縮は永続部のみが負担するものとし，棒部材には引張

抵抗のみ期待して設計するのが安全であると考えられる． 

(a) S-C-4.5 

(b) S-C-6.0 (c) S-P-6.0 (d)  ABR鋼棒 

図-8 荷重－変位関係 

(a) 外側 (b) 内側 

図-9 圧縮側可換部の鉛直ひずみの高さ方向分布 (載荷変位10mm時，引張：正) 
図-10 圧縮側可換部の曲率の高さ方向

分布 (載荷変位10mm時) 

0 20 40 60 80 100 120 -20 -40 -60 -80 -100 -120 

0 

100 

200 

-100 

-200 

土木学会論文集A1（構造・地震工学）, Vol. 78, No. 4（地震工学論文集第41巻）, I_294-I_306, 2022.

I_300



 

 

(2)  永続部の軸力支持性状について 

図-13 に各ケースにおける永続部の負担軸力－水平変

位関係を示す．なお，永続部の負担軸力は3.(4)で述べた

方法で算出しており，水平変位は水平載荷点位置，すな

わち供試体天端の水平変位を指している．いずれのケー

スにおいても，正負交番載荷に伴って永続部の負担軸力

は増加していることがわかる．載荷軸力以上に永続部負

担軸力が増加しているのは，可換部の鋼板が引張力を発

揮しているためと考えられる．また，可換部の座屈が発

生して以降も，永続部は安定して圧縮軸力を支持してい

る．よって，座屈発生後に可換部の鋼板が圧縮力を負担

しなくとも，永続部によって圧縮反力が担保されること

で，柱の耐震性能が向上したと考えられる．ここで，各

供試体の鉛直変位－水平変位関係を見ると(図-14)，全て

の供試体において，水平変位が 0mm となった際の軸沈

下が 1mm 程度であり，可換部座屈後の軸沈下が抑制さ

れていることがわかる． 

以上の結果から，従来の鋼管柱と比べて鋼製メタボリ

ズム柱構造の座屈後の荷重低下が抑制されたのは，内部

に軸力を支持する永続部が存在することに起因している

と考えられる．  

(a) S-C-4.5 (b) S-C-6.0 (c) S-P-6.0 

図-11 載荷後の可換部の様子 

(a) 圧縮変形時 

(b)  引張変形時 

図-12 座屈後の可換部における再引張の様子 
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(a) S-C-4.5 

(b) S-C-6.0 (c) S-P-6.0 

図-13 永続部の負担軸力－水平変位関係 
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(3)  軸力作用下での可換部撤去実験結果 

接合方式によらない撤去方法として，グラインダーで

可換部腹部を切断することにより S-C-6.0 の撤去を実施

したところ，軸力支持下での可換部の撤去が可能であっ

た．図-15(a)にその時の様子を示す．また，図-15(b)に示

したように，S-C-4.5 やS-P-6.0 に関しては，ボルトを緩め

ることにより可換部の撤去を実施した．ここで図-16 に，

可換部撤去中の永続部の負担軸力－水平変位関係を赤線

で示す．なお，図中の黒線は正負交番載荷実験中の永続

部の負担軸力－水平変位関係であり，赤矢印が水平変位

の調整方向である．図より，正負交番載荷実験後に可換

部に残留している引張応力が可換部撤去の中で開放され，

永続部の負担軸力が軽減されていることがわかる．そし

て最終的に，永続部の負担軸力が，柱への作用軸力

200kN と等しくなっている様子が確認できる．以上より，

永続部が軸力を支持した状態で，残留応力を有する可換

部を撤去できることが実証されたといえる．また，本実

験での全ての正負交番載荷実験および可換部取替実験終

了後に永続部の固定ゴム支承を確認したところ，目立っ

た損傷は見られなかった．  

また，可換部撤去中の荷重－変位関係を図-17 に赤線

で示す．図-16 と同様，黒線は正負交番載荷実験中の荷

重－変位関係であり，赤矢印が水平変位の調整方向であ

る．なお，可換部撤去中，柱の復元力が負となったため，

3.(3)で述べたように，水平外力を加えて柱を鉛直に戻し

ながら撤去を行った．図より，正負交番載荷時と比較し

て，小さな水平荷重で水平変位をゼロに戻すことが可能

であることがわかった．そのため，地震後の復旧性を向

上させるという観点でも，本提案構造は有効であると考

えられる． 
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図-16 可換部撤去時の永続部の負担軸力－水平変位関係 

(a) S-C-4.5 

(b) S-C-6.0 (c) S-P-6.0 

正負交番載荷中 

可換部撤去中 
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(a) S-C-4.5 (b) S-C-6.0 (c) S-P-6.0 

図-14 鉛直変位－水平変位関係 

(a) S-C-6.0 

(b) S-P-6.0 

図-15 可換部の撤去の様子 
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5.  鋼製メタボリズム柱構造の解析的検討 

 

(1)  本章の目的 

本研究では，鋼製メタボリズム柱構造の永続部が圧

縮を受け持つことにより，柱の耐震性能の向上を狙って

いる．そして，4.で示した実験的検討では，鋼製メタボ

リズム柱構造において，幅厚比パラメータ RRが現行の

設計基準を満たしていないのも関わらず，座屈後の荷重

低下が抑制されることを確認した．そこで本章では，正

負交番載荷実験を模擬した数値解析により，永続部の軸

力支持機能と可換部の座屈後の復元力特性との関係につ

いて検討を行う． 

(2)  解析モデル 

図-18 に本検討で使用した解析モデルの概要図を示す．

本モデルでは，幾何学的非線形性を考慮し，可換部はシ

ェル要素によりモデル化した．その際，可換部の形状を

再現するために，S-C-4.5，S-C-6.0 については載荷側面中

央部の可換部の節点同士を，S-P-6.0 については可換部の

四隅節点同士を結合しないこととした．上部鋼材は剛体

で模擬し，シェル要素上端の節点は剛体部下端の節点と

剛結することで，可換部と上部鋼材の接合を模擬した．

また，可換部と永続部の接合部や載荷治具と供試体の接

合部の緩み等による初期剛性の低下を再現するため，シ

ェル要素の下端に，初期剛性が実験と合致するように回

転ばねを導入した．鋼材の応力－ひずみ関係は降伏後剛

性が初期剛性の 1/100 となるようなバイリニア型とし，

降伏条件は Mises の降伏条件を用いた．また，硬化則は

移動硬化則を用い，塑性流れ則は関連流れ則を用いた．  

永続部は図-5 に示した固定ゴム支承の軸力支持性能

およびヒンジ機構を再現するため，軸剛性が 47.0kN/mm

である弾性梁要素としてモデル化し，要素下端の拘束条

件を回転のみ自由とした．また，永続部が存在しない場

合の性能を把握するため，軸剛性をゼロとした場合の検

討を行った． 

また本解析では，現行の耐震基準を満たす従来の鋼製

柱構造に対する検討も併せて実施した．具体的には，図

-19 に示すような縦補剛材を導入することで，幅厚比パ

ラメータ RRを 0.387とした鋼製柱の解析モデルを作成し，

縦補剛材を導入した鋼製柱構造と永続部を有する鋼製メ

タボリズム柱構造の耐震性能について比較を行った． 

 

 

    

    
    

  ル要 

剛体

 位  ル要 

       

              

     4

永続部 

剛体 

上 ら

図-18 解析モデル全体図 (Unit : mm) 図-19 導入した縦補剛材 (Unit : mm) 

図-17 可換部撤去時の荷重－変位関係 

正負交番載荷中 

可換部撤去中 

(a) S-C-4.5 

(b) S-C-6.0 (c) S-P-6.0 
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(3)  解析結果 

解析により得られた柱の荷重－変位関係を図-20，図-

21 に示す．図-20より，永続部の軸剛性をゼロとした解

析では，実験では確認されなかった急激な荷重低下が発

生していることがわかる．それに対し，永続部の軸剛性

に実験供試体の値を採用した解析 (図-21) では，座屈直

後の挙動に実験結果との差異があるものの，S-C-4.5 及び

S-C-6.0 については，変位の大きな範囲における荷重が概

ね一致していることがわかる． S-P-6.0 については，実

験で得られた履歴形状を解析で表現できていないが，こ

れは解析が初期不整を考慮していない簡易的な解析であ

ったことに起因し，可換部の座屈モードを正しく再現で

きていなかったことが要因であると考えられる．事実，

図-9に示す通り，実験では可換部が波打つように座屈し

た様子が確認されたが，解析ではこのような座屈モード

の再現には至らなかった．S-C-4.5 および S-C-6.0 におい

て座屈直後の結果に差異が見られたのも，同様の要因と

推測している．しかしながら，本解析により，中心に軸

力を支持する部材が存在することで，可換部座屈後の荷

重低下が抑制されるという傾向が表現できたといえる． 

 また，縦補剛材を導入した鋼製柱構造に対する解析結

果 (図-22) を見ると，鋼製メタボリズム柱構造の実験結

果と同程度のポストピーク性能を示していることがわか

る．以上から，鋼製メタボリズム柱構造では，柱中心に

軸力を支持する永続部が存在することにより，現行の設

計基準，幅厚比パラメータ等の制限を満たさない，薄肉

断面の適用が可能であり，より経済的な構造となること

が期待できるといえる． 

 

 

6.  まとめ 

 

本研究では，新たなメタボリズム柱構造として，メタ

ボリズム柱構造の可換部に鋼製部材を適用した「鋼製メ

タボリズム柱構造」を提案し，正負交番載荷実験および

可換部取替実験により，その性能と部材の可換性につい

て検討を行った．以下に本研究で得られた知見を述べる． 

(a) S-C-4.5 (b) S-C-6.0 (c) S-P-6.0 

図-20 解析で得られた荷重-変位関係(永続部の軸剛性がゼロ) 

(a) S-C-4.5 (b) S-C-6.0 (c) S-P-6.0 

図-21 解析で得られた荷重-変位関係(永続部の軸剛性に実験供試体の値を採用) 

図-22 縦補剛材を導入した鋼製柱構造に対する解析で得られ

た荷重-変位関係(永続部の軸剛性がゼロ) 

S-C-6.0 (実験) 

縦補剛材を導入(解析) 
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 鋼製メタボリズム柱構造は，安定した履歴形状を

示すと同時に，鋼板の板厚が異なる可換部に取り

替えることで，耐震性能の新陳代謝が可能である

ことがわかった． 

 構造用アンカーボルトを永続部に取り付けること

で，0.5G水平力相当の弾性的な復元力を実現する

ことができた．そのため，鋼製メタボリズム柱構

造では，可換部取り替え時に構造用アンカーボル

トを仮設することで，P-Δ 効果や余震に弾性範囲

内で抵抗できる程度の復元力を確保できることが

わかった． 

 鋼製メタボリズム柱構造では，座屈発生後に可換

部の鋼板が圧縮力を負担しなくとも，永続部によ

って圧縮反力が担保されることで，柱の耐震性能

が向上すると考えられる．事実，正負交番載荷実

験では，可換部の座屈が発生して以降も，永続部

は安定して圧縮軸力を支持しており，座屈後の柱

の軸沈下も1mm程度に抑制されたことを確認した． 

 解析的検討により，軸力を支持する永続部が存在

することで，可換部座屈後の荷重低下が抑制され

るという傾向を示した．また，縦補剛材を導入し

た鋼製柱構造が，鋼製メタボリズム柱構造の実験

結果と同程度のポストピーク性能を示しているこ

とを確認し，軸力を支持する永続部の存在により，

これまでの設計基準，幅厚比パラメータ等の制限

を満たさない，薄肉な断面の適用が可能である可

能性を示した． 
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DEVELOPMENT OF STEEL METABOLISM COLUMN  

CAPABLE OF MODIFYING SEISMIC PERFORMANCE  

WHILE SUPPORTING AXIAL FORCES 

 

Keita UEMURA, Hiroto MAEDA and Yoshikazu TAKAHASHI 

 
In a series of studies, the authors have developed metabolism columns capable of modifying theirs seis-

mic performance while supporting axial forces. The Metabolism column structure has a double structure at 

the base of the column, with a replaceable part that is expected to absorb seismic energy as the outer shell, 

and a core part that supports the constant axial and shear forces inside the column. 

 In this study, a new metabolism column with steel members as the replacable parts was proposed, and 

experimentally investigated its performance and the replaceability of the replaceable parts. As a result, it is 

found that the proposed structure has high seismic performance, and it is possible to metabolize the seismic 

performance of the structure by replacing the steel replaceable parts. In addition, it is confirmed that the 

proposed structure can improve the post-peak behavior after the buckling of the steel replacement parts 

because the core part can support the compressive axial force. 
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